
１．基礎免震構造を採用したので、地震時における下部構造と上部構造との相対変位に対するクリアランスの確保に注意した。
（平成24年）

２．免震構造は、一般に、上部構造の水平剛性が大きくなると、上部構造の床応答加速度も大きくなる。（令和1年）

３．免震構造において、積層ゴムアイソレータの座屈応力度は一次形状係数S1（ゴム 1層の側面積に対するゴムの受圧面積の
比）が大きいほど大きくなる。（令和4年）

４．免震構造に用いられる、積層ゴムアイソレータの 2次形状係数S2（全ゴム層厚に対するゴム直径の比）は、主に座屈荷重や
水平剛性に関係する。（令和3年、平成30年）

５．免震構造用の積層ゴムにおいて、積層ゴムを構成するゴム 1層の厚みを大きくすることは、一般に、鉛直支持能力を向上さ
せる効果がある。（令和3年、平成28年）

６．免震構造において、上部構造の地震時応答せん断力を小さくするには、一般に、ダンパーの減衰量をできるだけ大きくする
ことが有効である。（令和2年）

７．制振構造に用いられる鋼材ダンパー等の履歴減衰型の制振部材は、鋼材等の履歴エネルギー吸収能力を利用するものであり、
大地震時には層間変形が小さい段階から当該部材を塑性化させることが有効である。（令和3年）

８．制振構造に用いられる鋼材ダンパーは、ダンパーが弾性範囲に留まる地震動レベルにおいても エネルギー吸収能力を発揮す
る。（令和5年）

９．せん断パネルを鋼材ダンパーとして架構に設置する制振構造は、原則として、せん断パネルは降伏しないように設計しなけ
ればならない。（平成27年）

１０．制振効果を高めるために、鋼材ダンパーの主架構への取付け部の剛性を小さくした。（平成29年）



１．コンクリート充填鋼管（CFT）造の柱は、コンクリートが充填されていない同じ断面の中空鋼管の柱に比べて、剛性は高いが水
平力に対する塑性変形性能は低い。（令和2年、平成26年）

２．鉄骨梁と鉄筋コンクリートスラブとを頭付きスタッドを介して緊結した合成梁の曲げ剛性の算定に用いる床スラブの有効幅は、
鉄筋コンクリート梁の曲げ剛性の算定に用いる床スラブの有効幅と同じとしてもよい。（平成29年）

３．プレストレストコンクリート構造は、一般に、鉄筋コンクリート構造と比べて長スパンに適しており、ひび割れが発生する可能
性が低いことから、鋼材の防食性は高い。（令和4年）

４．プレストレストコンクリート部材に導入されたプレストレス力は、緊張材のリラクセーション等により、時間の経過とともに増
大する。（令和1年）

５．プレストレストコンクリート造は、引張縁の状態によりⅠ種、Ⅱ種及びⅢ種に分類され、いずれも、常時作用している長期応
力に対して、ひび割れの発生を許容し、ひび割れ幅を制御して設計する。（平成28年）

６．プレストレスト鉄筋コンクリート構造は、PC鋼材によってコンクリートにプレストレスを導入することにより、曲げひび割れの
発生を許容しない構造である。（平成30年）

７．建築物の安全限界時の各部材の減衰特性を表す数値は、一般に、プレストレストコンクリート造の部材のほうが、鉄筋コンク
リート造の部材と比べて小さい。（令和4年）
８．プレストレストコンクリート構造におけるポストテンション方式は、PC鋼材の周りに直接コンクリートを打設し、コンクリート
が所定の強度に達した後にPC鋼材の緊張を行って、PC鋼材とコンクリートとの付着力により、コンクリートにプレストレスを導入す
るものである。（令和2年）
９．プレストレストコンクリート構造において、クリープ等によるプレストレスの減少率は、一般に、プレテンション方式に比べ
て、ポストテンション方式のほうが小さい。（令和2年）
１０．プレストレストコンクリート造の梁は、一般に、鉄筋コンクリート造の梁に比べて、地震後の残留変形が大きい（平成30年）



１．壁式鉄筋コンクリート構造は、一般に、軒高が 20mの地上６階建ての建築物においても採用することができる。（平成29年）

２．壁式鉄筋コンクリート構造の建築物では、使用するコンクリートの設計基準強度を高くすると、 一般に、必要壁量を小さくす
ることができる。（令和3年、平成30年）

３．耐力壁の長さの算定において、住宅用の換気扇程度の大きさの開口は、補強をしなくても、開口がないものとみなすことができ
る。（平成30年）

４．壁式構造は、地震その他の水平力に対して、耐力壁を主体にした強度抵抗型の構造であり、高い変形性能は期待できない。（平
成28年）

５．壁式鉄筋コンクリート構造と壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造は、一つの建築物の同じ階に混用することができる。（令
和3年）

６．高さ 1.2 mを超える補強コンクリートブロック造の塀は、原則として、所定の数値以下の間隔で控壁を設けるとともに、必要な
根入れ深さ等を確保した基礎としなければならない。（令和4年）

７．鉄骨鉄筋コンクリート造の柱のせん断終局耐力は、鉄骨部分と鉄筋コンクリート部分において、それぞれの「曲げで決まる耐
力」と「せん断で決まる耐力」のいずれか小さいほうの耐力を求め、それらの耐力の和とすることができる。（令和1年）

８．柱の軸方向力は、鉄筋コンクリート部分の許容軸方向力以下であれば、その全てを鉄筋コンクリート部分が負担するとしてよい。
（平成26年）

９．鉄骨鉄筋コンクリート造の埋込み型柱脚の曲げ終局耐力は、柱脚の鉄骨断面の曲げ終局耐力と、  柱脚の埋め込み部分の支圧力
による曲げ終局耐力の累加により求めることができる。（令和3年）
１０．鉄骨鉄筋コンクリート造の柱では、格子形の非充腹形鉄骨を用いた場合に比べて、フルウェブの充腹形鉄骨を用いた場合の
ほうが、靱性の向上が期待できる。（令和3年）


